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1.調査の目的と背景

1.1.調査の目的

企業活動による環境への負荷をできるだけ抑え、持続可能な社会システムを実現していく上で、企業と市民とが一体となった環境保全活動が求められている。現代日本のかかえるこうした課題は、特定非営利活動法人木野環境の設立目的でもある環境保全型社会システムの普及によって実現されるものと考えている。

木野環境の設立目的に関しては、設立趣意書に以下のように示されている。

―この法人は、社会的モラルを維持しながら環境保全型社会システムの普及を目指し、環境保全の観点で実社会に即効性のある具体的成果をあげることを目的とする―

木野環境の行なう環境報告書ランキングは、こうした要請に応えるため、以下のような具体的な目的を掲げる。


1 環境報告書を企業と市民とを結ぶコミュニケーションツールととらえ、その発行を促進する。

2 日本企業の発行する環境報告書の質の向上を目指し、世界的な観点から比較・評価を行なう。

3 市民からの視点を取り入れた評価を行なう。

1.2.調査の背景

1.2.1.背景

近年、企業による環境情報の公開が活発化してきている。その中でも中心的な役割を担っているのが、環境報告書である。90年代に入り、環境報告書を発行する企業は世界的にも増加してきているが、日本では、一説には200～300社、多く見積もると400社ほどが環境報告書を発行していると推定されている。

こうした環境情報開示の背景には、EMAS（環境管理・監査スキーム）による「環境声明書」公表の制度化、その他欧州各国での環境報告書表彰制度の進展があったといえる。イギリスでは91年に「環境報告書表彰制度」が提唱され、97年には「ヨーロッパ環境報告書賞」も創設されている。日本においても、97年に環境庁が後援する「環境レポート大賞」が、98年にはグリーン・リポーティング・フォーラム及び東洋経済新報社による「環境報告書賞(グリーン・リポーティング・アウォード)」が創設されている。

各種表彰制度

	主催団体
	内容

	地球・人間環境フォーラム他
	環境レポート大賞

	東洋経済新報社・ｸﾞﾘｰﾝﾘﾎﾟｰﾃｨﾝｸﾞﾌｫｰﾗﾑ
	環境報告書賞

	IÖW & future e.V（ドイツ）
	ランキング

	SustainAbility社（イギリス）
	ランキング

	デロイト・トウシュ・トーマツ
	DTTスコアカード(ランキング)


環境報告書のフォーマットに関するガイドラインも、様々な機関によって発案されており、例えばGRI（Global Reporting Initiative）による「サステナビリティ・レポート」は、世界的な広まりを見せている。

各種ガイドライン

	名称
	
	内容

	CERES
	1989年に活動開始
	非営利団体。社会的責任投資団体と環境団体からなる。バルディーズ原則から発展。98年署名企業、約50社。

	PERI
	1993年に設立
	北米とヨーロッパの大企業10社。

	EMAS
	1993年に交付
	環境声明書ガイドライン。

	ISO14031
	1996年
	環境パフォーマンス評価。

	GRI
	1997年秋に設立
	CERESが呼びかけ、UNEP、SustainAbility社などが参加。法人格ではない。環境・経済・社会に関する持続可能性報告、グローバルスタンダードを目指す。

	DIN
	1997年
	日本のJISに相当するドイツ規格。


こうした中、環境情報開示方式の企業間における標準化を促し、その下での公正な評価を行う手法として期待されるのが、環境報告書ランキングである。すでに欧州においては、UNEPとSustainability社によるランキング、ドイツIÖW and future e.Vによるランキングなど、数種の環境報告書ランキングが実施されている。

木野環境では、欧州におけるこうした環境報告書ランキングの動向を重視し、特にドイツIÖW and future e.Vによる”Ranking of Environmental Reporting”に着目してきたが、今回これを基礎とする独自のランキングを実施することとなった。

1.2.2.環境情報開示の現状と企業のメリット

アカウンタビリティに基づく環境情報開示は、企業と市民及び行政とのコミュニケーションを押し進め、社会全体として環境負荷を低減させる方向に導いていく。さらに企業側としては、企業イメージのアップ、環境リスクの回避、環境格付けへの対応などのメリットにつなげることができる。

特に、企業による環境報告書の発行は、市民が企業の動態を知り、企業の行なう環境保全活動を評価していくためにも有効な手段である。

現在、企業の行なう環境情報開示には以下のようなものがある。中でも環境報告書は、企業と住民とを結ぶ最も身近なコミュニケーションツールとして位置付けられる。

環境情報開示の種類

	開示手段
	ステイクホールダー

	環境報告書（全社レポート）
	投資者・株主、顧客・消費者、従業員、潜在的就業者、環境NGO、一般市民

	環境報告書（サイトレポート）
	地域住民

	環境ラベル（製品・サービス）
	顧客・消費者

	PRTR（環境汚染物質）
	行政機関、地域住民


1.2.3.環境報告書ランキングの社会的役割

環境情報開示の中でも重要な位置を占める環境報告書は、現在増加傾向にある。今後もよりいっそうの普及と、内容の充実を促していくために、環境報告書のあり方を方向付けていく何らかの指標が求められている。

環境報告書ランキングは、こうした要求に答える有効な手段である。現在世界的に様々な指標が作られているが、木野環境では、企業における環境保全活動をより促進させるためにも、特徴ある評価指標によりランキングを実施したいと考えている。

環境報告書ランキングの役割は、企業側の意図をわかりやすい形で市民に伝えること、そして市民の立場として環境報告書を評価することである。

1.3.調査の内容

1.3.1.検討委員会の立上げ
京都精華大学講師の安藤直彦によって、環境報告書ランキングが提案される。

これを受けて、木野環境の橘髙彫斗(京都精華大学大学院生)が中心となり、検討委員会が立ち上げられる。参加メンバーは、京都精華大学助教授の黒沢正一、同講師田村有香、坂井直哉さん(外部評価者)である。

1.3.2.評価基準選定

各種環境報告書評価制度を、本調査目的に留意しながら比較検討する。検討結果を受け、IÖW & future e.Vランキングの評価基準を検討する。詳細は本稿4章に記載。

1.3.3.評価基準邦訳(原文：独語)

ウェブサイト“Ranking Umweltberichte 2000”に掲載されている、IÖW & future e.Vランキングの方法と内容を日本語に翻訳していく。 

1.3.4.対象企業選定
木野環境・環境報告書ランキングの対象企業を選定するため、以下の候補も含め、厳密な検討を行う。ウェブサイト“環境goo”の「環境報告書データベース」に掲載される約160社すべてを対象とする。

1.3.5.環境報告書収集
「環境報告書データベース」に掲載されている約160社を、産業部門ごとに作業員に割り振り、作業員はそれに基づいて収集を行う。

収集方法：

①「環境報告書データベース」に出ている各事業所のメールアドレスから申し込む

②各事業所へ申し込みの電話をし、了解を得てから質問FAXを送る

③各事業所へ質問票を同封して郵便で申し込む

調査票質問項目：

①媒体の方式（冊子、冊子＋WEB、WEB）

②報告対象期間と発行期日

③発行回数（何冊目？）

集計方法：

申し込み担当者、申し込み日、申し込み方法（メール、TEL and FAX、郵送）、申し込み先の受付者・担当者、受取日、料金の有無（有の場合は料金）、質問回答事項を集計シート(Excel)に記載する。

1.3.6.評価基準細則検討
IÖW and future e.Vランキング評価基準の各評価項目を理解するため詳細に検討する。また評価基準を日本企業の評価に適用する上での問題点にも考慮し、日本企業の特徴、ドイツ企業との違いなどを考慮した検討も行なう。

1.3.7.試験評価
評価基準の最終的な決定を行なうため、環境報告書の試験ランキングを行う。この過程で、各項目に該当するベンチマーク企業などの選定も行なう。

1.3.8.本評価

上位20社にランクされる企業をAランクとし、21～60位をBランク、61～160位をCランクとする。Aランクに関しては順位を公表することを前提に、とくに入念に評価する。またドイツ上位企業との比較も行なう。これ以外の企業に関しては、順位を公表せず、該当ランクのみ個別に通知することとする。

1.3.9.報告書作成

各社向けの評価概要報告書を作成する。Aランク企業に関しては、順位と各評価項目の解説を記載する。BおよびCランク企業に関しては、各評価項目の解説に留める。

本調査全体の報告書を作成する。

1.3.10.ホームページ作成

ホームページを作成し、Aランクの企業20社を公表する。

2.環境報告書の役割
2.1.企業にとっての役割　―企業活動と環境ディスクロージャー―

企業は地球上の資源を消費して、製品やサービスを製造し消費者に販売している。ところで、この地球上の資源は、地球上の生命すべてが共有するものであり、これら生命の生存圏を脅かしてまで企業活動を進めることは、倫理的に問題があると同時に環境破壊というリスクを伴うことになる。加えて、企業活動においては、資源採取から製造販売、さらには消費後の廃棄に至るまで、各段階で環境になんらかの負荷を与えている。これらもリスクとして生命の生存圏を脅かす原因となっている。

これらのリスクを軽減することは、企業の責任であり、またリスクに関する情報や軽減の対策に関する情報を企業外部の利害関係者に開示していくことも企業の責任(環境説明責任：環境アカウンタビリティ)である。

こうした環境情報開示の手段として、環境報告書は有効である。環境報告書を発行することによる企業にとっての役割を以下に挙げる。

· 環境コミュニケーションの進展による企業イメージアップ及び環境リスクの回避：正確・誠実な開示が保証されることにより、信頼性が高まる、非常時にも対応

· 企業内部の環境保全活動の進展：社内の見直し、他社・市民を意識した取り組み、社員の意識改革、EMS普及

· 環境配慮型の製品設計によるグリーン調達の進展：環境企業・市民からの選択に対応するため、企業の努力動機につながる

· 環境保全活動の進展による長期的生産コストの削減

· エコファンドなど環境格付けへの対応

2.2.社会的役割

前節で論じたように、地球上の資源は地球上の生命すべてが共有するものである。こうした考えに立つとき、人間社会というものは、ヒトという種の巨大な生活圏であるともいえる。このヒト生活圏は、企業活動によって豊かになり巨大化していくのであるが、それによって他の生命の生存圏を脅かす結果にもなりかねない。さらには、過剰な企業活動によりヒト自身の生活圏をも脅かすことになる。

こうした巨大化、過剰な企業活動を抑制する力を持つものは、人間社会に住む我われ自身である。一人一人が企業の動向に注意し、それによって自分自身の消費生活態度を見直す上で、環境報告書は重要な情報源となるのである。

以下に社会にとっての環境報告書の役割を挙げる。

· 環境意識の増大

· 企業と市民とを結ぶコミュニケーションツールとして：企業実態を知ることによる企業への信頼の向上

· 企業の環境保全活動を評価し方向付けるための資料として

· 総合的判断による製品選択・グリーン購入の進展

· 社会的責任投資における判断材料として：個人投資家を含めた投資家層の拡大、格付けにおける優位性

3.環境報告書の要件とランキングの意義
3.1.環境報告書の基本的な記載要件

環境情報開示手段としての環境報告書に何を記載するべきかについては、各種ガイドラインや様々な表彰の評価基準によって示されているが、統一した見解はいまのところない。
こうした中でGRI(Global Reporting Initiative)は、環境のみならず、社会、経済をも含めた「持続可能報告(サスティナビリティ・レポート)」というスタンスから、環境報告書の世界標準を目指したガイドラインを作成している。実際、日本の環境省もこのGRIに沿った内容の『環境報告書ガイドライン』(2000年版)を作成しており、今後GRIガイドラインがグローバルスタンダードになる可能性は大きいといえる。
GRIガイドラインが要求する、環境報告書のフォーマットの概略を以下に示す。

GRIガイドライン概略

	項目
	主な内容

	最高経営責任者の緒言
	最高経営責任者(CEO)による環境報告書の要点の記述。目標への誓約、成功と失敗など。

	主要指標
	業務、製品・サービスなどに関係するインパクト、エコエフィシェンシー、エネルギー・素材などの使用総量など。

	報告主体の概要
	企業名、主要製品・サービス、財務情報など。

	方針、組織体制、マネジメントシステム
	自社の政策、EMASやISO14001のマネジメントシステムなど。

	利害関係者(ステークホルダー)との関係
	主要な利害関係者(ステークホルダー)の選択と定義、協議など。

	マネジメント・パフォーマンス
	法律、協定、社内方針、社外での表彰など。

	オペレーショナル・パフォーマンス
	健康と安全、環境パフォーマンス、社会指標と経済指標、地域社会の参加など。

	製品パフォーマンス
	製品・サービスの、環境、社会、経済に与えるライフサイクル・インパクトなど。


こうした環境報告書のフォーマットの項目を一般化すると、より基本的な記載要件が見えてくる。ここでは神戸大学教授・國部克彦氏による環境報告書の基本的な記載要件を紹介する(國部氏は、環境省の『環境報告書ガイドライン』作成委員であり、また「環境報告書賞」及び「環境レポート大賞」の評価委員でもある)。

環境報告書の基本的な記載要件

	経営トップの誓約(コミットメント)
	経営トップによる社会に対する誓約。



	環境方針・目的・目標
	環境保全活動の方針と、具体的な目的・目標へのブレークダウン。

	環境マネジメントシステムおよび組織・体制
	目的・目標を実行するための組織体制や環境マネジメントシステム。

	環境パフォーマンス
	活動結果としての効果の開示。



	信頼性担保の方法
	情報の信頼性。


さらに、こうした要件を質的にも十分なものとするために、國部氏は以下のような環境報告書の特性を挙げている。
	適合性
	読者の関心と適合していること

	信頼性
	情報の信頼性の担保

	誠実性
	情報の選択が、読者の視点に立って誠実に行なわれている

	比較可能性
	情報の比較可能性、時系列的表現、原単位表示と総量表示

	理解可能性
	用語及び説明の理解可能性


環境報告書ランキングは、基本的にこうした要件・特性に則った評価基準により実施されるのが妥当であると考えられる。
次に、こうした基本要件に従いつつ行なわれるランキングが、企業および社会にとってどういった意義を持つのかについて述べる。
3.2.企業にとってのランキングの意義

企業側がランキングに求めるのは、ランキング上位の企業となることで、環境型企業のイメージを社会全体にアピールすることである。

自社の環境報告書が他社のものより優れていることを、順位という形で示されることは、その企業にとっては自信となり、その地位を維持するために努力する動機にもなる。また、環境に関心を持つあらゆる利害関係者に好印象を与えることで、リスク回避や他の利益につながる。

注目する他の企業よりも劣っていると感じた企業は、今後よりよい環境報告書を作成しようと努力する。

また、こうした情報開示への努力が、よりよい情報を提供できる活動への動機につながり、環境保全活動や環境配慮型製品の開発といった取り組みにつながっていくものと考えられる。

環境報告書ランキングによる企業にとっての意義は、以下のようになる。

· 環境コミュニケーションの進展による企業イメージアップ

· 環境保全活動の進展による長期的生産コストの削減

· 環境配慮型の製品設計によるグリーン調達の進展

3.3.社会にとってのランキングの意義

社会の側からすると、ランキングは、それが信用に値するものであればあるほど、企業を環境面から評価するための目安となり得る。企業外部の一般の人々が、企業の動向や環境対策について正しい情報を得ることは難しい。そうした状況の中で、環境報告書を読み、企業の取り組み状況を判断することは、容易なことではない。

そうした一般市民の事情を考慮に入れ、より信用に足る、わかりやすいランキングを公表することは、社会にとって非常に意義のあることである。

環境報告書ランキングによる社会にとっての意義は、以下のようになる。

· 環境意識の増大

· 企業評価の普及による企業への信頼向上

· 社会的責任投資の拡大

· 総合的判断による製品選択の進展

4.ランキングの考え方
4.1.諸外国における考え方と基準

ドイツIÖW & future e.V「環境報告書ランキング」の事例

●実施組織

ドイツのIÖW (環境経済研究所)および future e.V(フューチャー協会)の協同によるプロジェクトチーム。

●背景

この組織は、1994年よりほぼ2年おきにドイツ企業に関する環境報告書ランキングを発表しており、2000年度版が現在のところ最新である。ランキング2000では、ドイツ大企業61社の発行する環境報告書を評価した。

●評価基準

評価項目は3つのレベルに分けられている。その内容は、14の主基準と41の副基準とからなるが、副基準の点数は詳細な評価指標にあるように割り振られる。評価は、評価用紙を参考にして行われる。一つの副基準に、5、3、1ないしは0点のいずれかが割り振られる。副基準の平均点には、それぞれの主基準の重み付けが乗ぜられる。主基準の点数は、合計点に加算される。

なお、一部の項目に関しては、特定の産業部門に関して個別の評価基準を設けている。

IÖW & future e.Vランキング評価基準

	評価内容

	A.
	個別要素

	A.1
	
	企業ないしサイトの一般的な記述

	
	A.1.1
	経済的なデータ、従業員数、製品/製品グループ；全社報告ではさらにサイトについても

	
	A.1.2
	サイトの異動

	
	A.1.3
	サイトにおける環境規格(全社報告書についてのみ適用)

	A.2
	
	環境政策/環境指針(環境方針)

	
	A.2.1
	企業ないしサイトの経営者の所信声明

	
	A.2.2
	環境指針－基本原則(環境方針)

	
	A.2.3
	持続的発展

	A.3
	
	環境マネジメントシステム

	
	A.3.1
	概要/組織図、環境保護における責任

	
	A.3.2
	従業員情報、従業員参加、従業員の資格づけ

	A.4
	
	企業ないしサイトに関連する材料およびエネルギーの流れについてのデータ

	
	A.4.1
	主要な材料の流れ、および特に環境に関連する材料の流れについての記載

	
	A.4.2
	体系的な、材料およびエネルギーのバランスシート(LCA)

	
	A.4.3
	バランスシート(LCA)の境界の記載

	A.5
	
	製品およびサービスの環境側面

	
	A.5.1
	販売された製品/サービスの概要


	
	A.5.2
	製品のライフサイクルの重要な問題の取り扱い

	
	A.5.3
	製品開発の重要な環境問題についての記述

	A.6
	
	エコロジカルな問題分野の分析および評価

	
	A.6.1
	法的な限界値および規定との比較、事故および環境処罰の列挙および分析

	
	A.6.2
	傾向と進展の時系列的比較

	
	A.6.3
	固有のそして業界に特有な環境指標の利用

	
	A.6.4
	その他のデータ資料の評価

	A.7
	
	環境プログラムおよび環境目標

	
	A.7.1
	報告期間中の目標到達

	
	A.7.2
	目標の記述

	
	A.7.3
	対策の記述

	A.8
	
	環境保護の経済的問題

	
	A.8.1
	費用および節減

	
	A.8.2
	市場状況および市場ポテンシャルの評価

	A.9
	
	利害関係者とのコミュニケーション

	
	A.9.1
	外部の利害関係者とのこれまでおよび将来の活動の叙述

	
	A.9.2
	会社の住所、担当者の名前

	
	A.9.3
	追加の情報の記載およびそれについての横断的な参照

	

	B.
	内容の総合的な品質

	B.1
	
	信頼性

	
	B.1.1
	監査

	
	B.1.2
	外部の態度表明、外部からの評価

	
	B.1.3
	未解決問題の取り上げ

	B.2
	
	重要性、透明性、理解可能性

	
	B.2.1
	量的および質的に重要な側面について焦点が当てられているか

	
	B.2.2
	理解可能性

	
	B.2.3
	構成の透明性および一覧性

	B.3
	
	恒常性及び比較可能性

	
	B.3.1
	報告書の構成、選択されたデータ及び評価方法の恒常性

	
	B.3.2
	時系列的および業界内部の比較可能性

	

	C.
	コミュニケーションに関する品質

	C.1
	
	テキスト/言語

	
	C.1.1
	テキスト(本文)および見出しの情報的価値

	
	C.1.2
	真実性(記述の新鮮さ)

	
	C.1.3
	理解しやすさ(内容のすみやかな把握可能性)

	C.2
	
	視覚的な構成

	
	C.2.1
	構成のコンセプト

	
	C.2.2
	図表などの品質

	
	C.2.3
	グラフなどの情報

	
	C.2.4
	印刷の体裁


IÖW & future e.Vランキング評価基準の重み付け
	評価項目
	重み付け

	A.　個別要素
	

	A.1
	企業ないしサイトの一般的な記述
	5

	A.2
	環境政策/環境指針(環境方針)
	5

	A.3
	環境マネジメントシステム
	5

	A.4
	企業ないしサイトに関連する材料およびエネルギーのながれについてのデータ
	10

	A.5
	製品およびサービスの環境側面
	15

	A.6
	エコロジカルな問題分野の分析および評価
	10

	A.7
	環境プログラムおよび環境目標
	15

	A.8
	環境保護の経済的問題
	5

	A.9
	利害関係者とのコミュニケーション
	5

	

	B.　内容の総合的な品質
	

	B.1
	信頼性
	5

	B.2
	重要性、透明性、理解可能性
	5

	B.3
	恒常性及び比較可能性
	5

	

	C.　コミュニケーションに関する品質
	

	C.1
	テキスト/言語
	5

	C.2
	視覚的な構成
	5


A.4からA.7に対しての重み付けが、他より大きいのがわかる。これは、IÖW & future e.Vランキングが、環境パフォーマンス評価に大きな比重を置いている現れである。

木野環境としてもこの方針に変わりはないが、A.2の環境方針や、B部やC部に対しても、改めて検討しておく必要がある。

●評価結果の公表

評価結果は、IÖW & future e.Vのホームページ上及びCapital誌上に発表されている。評価基準に関しても公表がなされている。

ちなみにランキング2000の結果は、418点でトップのMohn Mediaに続いて、Axel Springer（417点）、Volkswagen（402点）などとなっている。

4.2.ランキングの考え方の整理

4.2.1.ランキングの考え方

IÖW & future e.Vランキングの特性を踏まえながら、一般的なランキングの考え方を述べると、以下のような点を重視したものとなる。
ランキングの考え方

	重視する点
	内容

	評価項目および評価指標の具体性・詳細性
	評価を正確に行なうには、評価項目と評価指標が、ともにより具体的で詳細である必要がある。

	報告主体の概要
	報告の対象を明確にするという意味で、売上高、従業員数、製品・サービス、事業所などの企業概要の報告。

	組織体制
	環境保全活動の具体的な実施組織を明らかにする意味で、環境マネジメントシステムの運営組織。

	方針・目標および環境パフォーマンス
	自主的な情報開示であることをふまえ、方針及び目標の表明とその到達度(環境パフォーマンス)の報告について重視する。

	外部コミュニケーション
	コミュニケーションツールであることをふまえ、構成・デザインを重視する。


以上が本調査の考えるランキングの考え方である。こうした考え方と本調査の目的とを考え合わせて見ると、次のようなことがいえる。
· 本調査の目的の1つである、世界的レベルとの比較という面からすると、以上の考え方をさらに国際的な比較に対応したものへと改良する必要がある。

· 環境報告書のさらなる普及を目指すには、より詳細な評価基準によって具体的な要求事項を提示していけるようでなければならない。

· 市民からの視点を取り入れるという目的を実現するには、こうしたランキング評価基準の検討だけでなく、広く一般からの意見を取り入れる方法の検討も必要になってくると思われる。

以上のようなことから、本調査では基本的なランキングの考え方を踏まえつつも、日本企業にも海外企業にも対応した、より詳細なランキング評価基準を作成する必要がある。その際には、既に実用化されているランキング評価基準を参考にすることは有効であるといえる。それと同時に、我われがよりよい環境報告書の普及を目指して現状を変えようとする場合、こうした既存の評価基準に則るだけでなく、新しい視点(市民の視点)を取り入れた評価方法を独自に考え出す必要がある。

4.2.2. IÖW & future e.Vランキングに基づいた日本企業向けランキング評価基準の必要性
本調査の目的の一つである「日本企業の発行する環境報告書の質の向上を目指し、世界的な観点から比較・評価を行なう」を達成するためには、既に海外で実用化されているランキング評価基準を基に、個々の評価項目および評価指標に沿いながら、日本企業の実情に合った評価基準がどうあるべきかを検討していく必要がある。

こうした検討を経た後に、独自の評価基準を作成し、世界的な観点から日本の環境報告書を評価するのが望ましい。

今回の環境報告書ランキングでは、こうしたことを踏まえ、IÖW & future e.Vランキングの評価基準に沿って日本企業の発行する環境報告書を評価し、その過程で、個々の評価項目および評価指標を検討し、日本企業の実情に合った評価基準を提示していくこととする。
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